
西村俊昭 自己紹介

•農業工学を学び、H1-H20の20年建設コンサル
タントで、農業農村振興、農業農村整備、都
市計画、地域活性化、バイオマス利活用、自
然エネルギー、環境保全などの調査計画に携
わる。

• 2008年（H20）農村移住して地域密着型のコンサ
ルタント 株式会社農楽（NOUGAK）を起業。

•同時に様々地域活動を開始。

•持続可能な農村づくりをめざし、農村計画をベー
スに、食、エネルギー・環境、ケアの自給圏づくり
や地域づくりを支援・実践する。



所属
• 株式会社 農楽 代表取締役（2008.7-）

• 公益財団法人 ひがしおうみ三方よし基金 理事（2017.6-）

• 認定NPO法人まちづくりネット東近江 理事（2020.4-）

• 特定非営利活動法人 バイオマス利活用推進会議 理事長（2010.4-）

• 特定非営利活動法人 甲賀のんべえ倶楽部 理事（2010.6-）一からの
酒づくり

• 特定非営利活動法人 AJA 監事（2011.4-）農による就労継続支援B型
作業所

• 一般社団法人 TeamNorishiro 理事（2020.4-） TEAM CHAKKA
代表（ひと・もの・お金をまわすしくみづくりによる働きたいを応
援）（2014.4-2020.3ｰ） 法人化して

• 株式会社 BASYO 代表取締役(2021.5-)

• 一般社団法人 がもう夢工 理事（2017.6-2021.3）

• 東近江市民共同発電所2号機組合 事務局長（2009-）

• 大原自治振興会 運営委員（2015.10-）



一般社団法人 TeamNorishiro



働き・暮らし応援センター Tekito- 
「働く」と「暮らす」を一体的にサポート

Team Norishiro
薪・着火材づくりによる

主に卒業を前提する
定期的な働く場の創出

Team KonQ(困救）
草刈り・農作業など
地域の困りごとで

不定期な働く場の創出

地域の企業・
福祉事業所

卒業

働きもん

BASYO
砂栽培による

卒業を前提としない
定期的な働く場の創出

働きもんの応援団

支援センター太陽
精神障害を持つ方の「暮らす」サポート







一般就労という卒業を前提としない、高齢の方が働き集える場所が地域に必要

新型コロナウイルスの感染拡大の影響

• 定年後の受け皿づくり：企業の雇用調整に
よる定年の加速化

• 8050問題の顕在化：外出自粛が続く中、
親の健康に深刻な影響が出て、家族の分離
が急務

• セーフティネット：企業の雇用調整による
休職、退職の加速化

コロナ禍による
孤立の拡大

孤立を抱える人の働き集える場が、地域に必要

定年後
どうし
ようか

50歳にな
るまで家
事や働い
たことが
ない

空いた時
間どうし
ようか





「働く」を通した支援を強化し、働く場所の共創による「つながり」の創出へ

東近江圏域働き・暮らし応援センターTekito-
「働く」ことと「暮らす」ことを一体的にサポート

支援センター太陽
主に精神の障害をお持ちの方の相談支援

Team Norishiro

Team konQ（困救）

定期的な働く場所の提供
地域の未利用資源を活用した薪割り、着火材づくり

不定期的な働く場所の提供、
高齢化や人口減少で、
地域で抱えきれなくなった
草刈や農業作業など支援

中
間
的
就
労

龍谷大学
YSBRC/政策学部/農学部/社会学部
共同研究、ソーシャルビジネス支援

NTT西日本
ICT技術・通信インフラ協力

株式会社BASYO

・地域における孤立→依存問題

・福祉制度下での農業事業の限界

・安価な農業下請け作業

・地域の産業基盤の弱体化

・誰もが抱える「働きづらさ」

・孤立の解消→つながりの創出

・既存福祉制度からの脱却

・農業法人としての事業運営

・高付加価値農業の実践

・地域の未利用資源の活用

・多様な就労の場の提供

設立の背景

目的



地域の遊休農地・施設を活用して
高齢者・障害者、環境にやさしく、高収益な砂栽培事業

砂栽培の特徴

• 地域課題の解決：遊休施設や農地の解消、
新たな担い手の創出

• だれでも簡単：機械が不必要、高齢者にや
さしい

• 多様で簡単な手間しごと：播種、育苗、定
植、収穫、出荷調整

• 年間を通して一定のしごと量：ハウス栽培
で環境制御

• 環境配慮：節水、農薬不要

• 高収益：機械経費不要、液肥で高品質、
例えばリーフレタス年6回転で
4,410kg/10a収穫、400円/kgで1,700万
円売上、投資回収7年モデル

• 販路の確保：東近江市地域商社あぐりス
テーション、近隣道の駅マーガレット種
テーション、龍谷大学



大原自治振興会(2011年設立）4889人1637戸



協働まちづくり円卓会議



2020年9月広報



甲賀市広報2020年10月号



2020.3非常事態宣言後、検討、開始しはじめたこと

市の情報の発信

チェックシート（申請時、案内文、受付時、実施中、終了後）

区自治会入りしていない地域住民の情報発信

WEBを活用した会議、意見交換



非常時の取組のまとめ

ＬＩＮＥやＺＯＯＭを活用した非対面の対話手段の確保

行政など様々関係団体との協働

ＦＢ、広報、ＬＩＮＥ＠などの情報発信

スピード

いまできることを考える



まちづくり勉強会（第１火曜日19:30-21:00）ZOOM

7月：新型コロナウイルスの理解と感染予防策について

8月：甲賀市における自治振興会のこれから

9月：甲賀市における空き家対策について

10月：自治会内で新型コロナ感染者や濃厚接触者がでたらどうするか？

11月：元気な今だからこそ考えよう「エンディングノート」

12月：多文化共生のまちづくり

1月：ゲートキーパー

2月：区自治会入りしていない世帯のごみ回収について

3月：〝健康寿命〟ならぬ〝安全寿命〟の延伸を

4月：自治振興交付金の手引きについて

6月：甲賀ご近所福祉推進協議会2020年度活動報告について

7月：人材の育成・確保について

8月：組織内・地域内での情報共有について

9月：甲賀・湖南ひきこもり支援について

10月：甲賀忍者と大原について

11月：日常生活自立支援について


